
公益財団法人公益法人協会

宮雷62 (通常)理事会議事録ロ

1 開催された日時  令和 3年 6月 9日 (水)15時～16時40分
2 開催された場所  仏教伝道センター 7階 「見」
3 理事総数及び定足数
総数 15名 、定足数 8名

4 出席理事教 12名
(会場出席)浦上節子、鈴木勝治、時枝 (雨宮)孝子 (以下「雨宮理事長」)、 長沼良行、

渡退 肇

(オンライン出席)太田達男、岸本幸子、高宮洋一、田中 皓、橋本大二郎、表 康久、

山岡義典

(欠 席)片山正夫、早瀬 昇、堀田 力
(監事出席)谷村 啓 (会場出席)、 中田ちず子、平川純子 (以上、オンライン出席)

5議 題

決議及び承認事項

第 1号議案 「2020年度事業報告及び附属明細書の承認」の件

第 2号議案 「『 2020年度計算書類 (貸借対照表及び正味財産増減計算劃 及び附属明細書並びに

財産目録』『 同 民間公益活動推進基金 明細書』の承認」の件

第 3号議案 「『役員等候補選出委員会へ提出する理事及び監事並びに評議員候補者名簿』の

承認」の件

新型コロナウイルス感染症の影響と対応状況

創立 50周年記念事業の募金状況

印鑑・署名の見直しと登記等

その他職務執行報告

6 議事の経過及びその結果
(1)定足数の確認等

冒頭で長沼理事 。総務部長より、オンラインでの出席を含めて理事総数15名 中H名 が出席、

3名 は欠席であること、したがって開催要件の定足数たる過半数 8名以上の出席を充足 し

ていることを確認 した (第 1号議案説明前に理事 1名 が到着、理事出席は12名 となつた)。

また、オンラインミーティングツール (Zoom)に より、オンライン出席者 とは互いに音声

が即時に伝わること、適時的確な意見表明が互いにできることが確認され、同理事から本

会議の議事進行について説明があつた。

(2)議案の審議状況及び議決結果等

定款に基づき雨宮理事長が議長となり、本会議の成立を宣した。

議事録署名人は定款第52条の規定に基づき、雨宮理事長、鈴木副理事長、谷村監事、中田

事項告

①

②

③

④

報
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監事及び平川監事とし、議案の審議に移つた。

○決議及び承認事項

第 1号議案 「2020年度事業報告及び附属明細書の承認」の件 (承認事項)

第 2号議案 「『 2020年度計算書類 (貸借対照表及び正味財産増減計算書)及び附属明細書並

びに財産目す剰 『同 民間公益活動推進基金 明細書』の承認」の件 (承認事項)
定時評議員会へ提出する原案を審議する、第 1号議案、第 2号議案の説明が続けて行われた。

初めに雨宮理事長より第 1号議案について、次のとおり事業報告の説明があつた。

〔事業報告〕

2020年初めから新型コロナウイルスが瞬く間に蔓延 し、現在もなお先が見えない状況が続

いているc当協会でも事業活動に制約を受ける中、事業収益の減収を補 う措置を講じる一方

で、 ITを活用 した法人運営、事業活動における新たな工夫も試みてきたところであるが、
コロナ禍において、施行後12年を経過 した新たな公益法人制度に内在する問題点と改善点が

より明らかとなつてきた。

2020年度事業計画における基本方針は以下の 6点であったc

(1)中期経営計画 「8ヶ 年Kプラン」 (2019～ 2021年度)の第 2年度とし、未達成の事業
について明確な方法を以て達成すると同時に、之、要に応 じて方針の再検討等を柔軟に行

う。

(2)「新公益法人制度施行 10周年記念シンポジウム」で採択された大会宣言 (財務三基準

関連の是正を含めた 3項 目の政策提言)の実現を引き続き最重要課題として位置付け、

政府及び与野党との関係強化・拡大、公益セクパーならびに市民社会への呼び掛けに努

める。また、大会宣言実現の前提として要請されている公益法人界全体としてのガバナ

ンスの向上に関する諸活動に努める。

(3)2019年度に導入された新組織体制のもと、各所管部が持つノウハウを活かし、当協会

の活性化、収益力の強化、経営の安定化等に鋭意注力する。

(4)公益法人セクター唯―の中間組織であることの自覚と誇りを持ち、会員の利益につな
がる諸施策、政策提言を引き続き実行する。またそのための調査活動、シンクタンク的

機能を強化する。

(5)政府の働き方改革等の動きにも対応 し、充実した生活を送れる職場づくり、ハラスメ
ントのない明るい仕事場づくりに注力する一方、職員は収益力の強化が前提であること

を意識 し業務に精励する。

(6)2022年 10月 の基協会創立50周年に向け、①50周年記念事業、②寄附金募集事業を行 う

ための検討、準備を開始する。

上記の基本方針に沿い各事業を実施したが、特筆すべきは、コロナ禍でいかに事業活動を

維持、対応 していくかが問われるなか、WEB会 議ツール等の ITシステムを導入 し、結果
として事業展開にバリエーションがもたらされたことである。

また、前年度から企画検討を始めた創立50周年事業については、企画概要を決定し、その

資金調達として募金を開始 した。記念事業は、①記念シンポジウムの開催、②『公益法人・

一般法人の理論と実務』 (仮題)の刊行、③50周年史の発行であり、募金の目標金額は1,000
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万円とした。

法人管理面では、事務局長職を廃上 し、二部長体制 (業務部、調査部、総務部)に完全移

行 し、使用人兼務の理事の起用等を実施した。また、従来法人管理として実施 してきた役員

賠償責任保険等団体保険制度については、2021年 3月 に公益目的事業として変更認定の申請

を行ったところである。

各事業の実施の詳細は以下のとおりである。

(1)公益目的事業 1(普及啓発事業)
。出版事業は、新刊『 「公益法人ガバナンス・コー ド」の解説』を刊行 し、 5点を増刷、

『運営実務』および『会計実務』の改訂作業を進めた。

・WEB事 業では、WEBサ イ ト、メール通信を通じ、当協会の事業活動とともに、コ

ロナ禍の法人運営に資する情報の配信に努めた。

。国内連携事業では、「東日本大震災草の根支援組織応援基金」については、震災から

10年が経ち、当初の目的は一定程度達せられたことから、2021年 3月 の基金配分を最後

に寄附募集等の業務を終了した。また、海外連携事業では、日。中・韓で年次開催して

いる「東アジア市民社会フォーラム」の第11回が韓国ボランティアフォーラム主催でビ

デオ配信により開催された (11月 20日 )。 テーマは、「ポス トパンデミック時代、市民社

会組織の役割と責務」であった。

・メディア対策として「公益法人マスコミ懇談会2020」 を開催 (10月 12日 、仏教伝道セ

ンター)。 マスコミ5社 (NHK、 朝 日新聞、毎日新聞、日刊工業新聞、新宗教新聞)

が出席。公益法人をめぐる最近の動き、内閣府ガバナンス有識者会議中間とりまとめ意

見募集および当協会意見、新型コロナウイルス感染症が及ぼす公益法人への影響等につ

いて意見交換を行つた。なかでも、公益法人が純資産300万円を期末で 2年連続 して切る

と強制解散になるという説明についてはマスコミ各社からの質問や意見が集中した。

(2)公益目的事業 2(支援 。能力開発事業)
。相談事業では、新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から、面接相談を見合わ

せざるを得ない状況であつたが、相談のニーズは高く、電話相談の受付件数は前年度

比16%増であつた。相談の傾向としては、コロナ禍における機関運営や公益法人の財

務基準に関するものが非常に多く寄せられた。また、WEB会 議ツールを使用したオ
ンライン相談を試験的に開始 した。

。セミナー事業では、新型コロナウイルスの影響を受けて前半では多くの会場において

中止を余儀なくされ、また後半では開催回数を減らさざるを得ない状況となつた。ま

た、WEB会 議ツール等を用いたオンデマンドセ ミナーを企画・実施 した。
・内閣府受託相談会は、2010～ 2017年 、2019～ 2020年 に内閣府より受託 し10年 目となつ

た。新型コロナウイルスの影響を受け開催回数は 9回、参加法人数は282法人であつた。

・機関誌事業は、昨年に引き続きガバナンスを軸として誌面を展開し、コロナ対応関連

の情報提供にも努めた。また、2021年 3月 号より「基礎から確認するQ&A」 の連載
を開始した。

(3)公益目的事業 3(調査研究・提言事業)
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。「公益信託法の見直しに関する要綱案」 (法務省)の理解促進のために「新 しい公益
信託の活用に向けた勉強会」を新たに開催 したほか、民間法制 。税制調査会、法制 。

コンプライアンス・税制 。会計委員会の各委員会、非営利法人関連の判例等研究会を

開催 した。

・提言活動では、内閣府 「公益法人のガバナンスの更なる強化等に関する有識者会議」

の検討動向への対応、新型コロナウイルスの感染拡大が公益法人に及ぼす影響への対

応、令和 3年度税制改正要望などについて、政府・与野党に対して実現を働きかけた。

(4)法人管理

・入会23件に射して退会40件 となり、期末会員数は1,406件 であったc

・会員向け新春特別講演会 (無料)は、緊急事態宣言に鑑み、WEB会 議ツールによる
オンライン開催となった (1月 21日 。29日 )。 講師は (公財)渋沢栄一記念財団・館長
井上潤氏。参加者 100名。

・2020年度は75万円の黒字予算であったが、新型コロナウイルスの影響で事業収益が伸

び悩んだことなどが影響し、最終的にはマイナス160万円となつた。持続化給付金等の経

常外収益を得たことによリー般正味財産増減額は大幅なプラスであつたが、引き続き会

員増強やコロナ禍・コロナ後における新常態を見据えた新たな事業展開の工夫が喫緊の

課題である。

〔計算書類等〕

続いて、長沼理事 。総務部長より第 2号議案について次のとおり説明があつた。

まず、貸借対照表についてであるが、当年度は、特に新しい資産の購入やリース契約は

しておらず、負債及び正味財産の当年度合計は 1億 3,299万 円であり前年度より660万円ほ

ど減少した。主な要因としては、①退職給付引当資産の減少 (職員 1名 の退職)、 ② リー

ス資産の減少 (印刷機やシステムサーバーの減価償却費の影響)である。また、正味財産
については、当年度合計は、6,937万 円であり前年度より639万円ほど増加 した。内訳は、

指定正味財産で前年比プラス255万円、一般正味財産でプラス384万円であるが、指定正味

財産については、受取支援金として東日本大震災の応援基金を当年度で寄附者の希望どお

りすべて使い切つた一方、新たに当協会創立50周年記念事業受取支援金が220万円あるほか、

海外調査事業受取助成金として、民間法制税制調査会の一環として訪米調査ミッションに

助成されたものが200万円、コロナで実施できなかったので残つた状態となつている。また、

一般正味財産については、384万円利益を確保 しているが、これは持続化給付金、家賃支援

金がプラス要因となつたものである。なお、個々の資産の詳細については財産 目録のとお

りである。

次に、正味財産増減計算書であるが、まず一般正味財産について、経常収益 2億249万円

に対して、経常費用 2億410万円であり、当期経常増減額は161万円のマイナスであるが、
3月 時点での見込みでは140万円のマイナスを想定していたので、ほば見込みどおりである。

これに経常外収益として、持続化給付金、家賃支援金等で計545万円の収益があったため、

一般正味財産全体でみると384万円のプラスであり、正味財産期末残高は、この一般正味財
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産の384万円と指定正味財産である50周年事業受取支援金、海外調査事業受取助成金が作用

し、前年度と比べて640万 円ほど増える結果となつた。

事業毎に経常収益の増減の要因をみると、会費について、予算では入会金含め 1億 1,000

万円としていたところ、当年度実績は 1億400万 円。予算比、前年度実績いずれと比較して

もマイナスとなつた。これは、入会23に対 し退会40件、純減は17件であることに因る。一

方、事業収益については、予算では1億 1,400万円としていたところ、当年度実績では8,900

万円となり、こちらも予算比、前年度実績いずれと比較してもマイナスとなつた。これは

出版事業において、新刊が『 ガバナンス・コー ドの解説』 1点のみで『運営実務』『会計

実務』の改訂版の発行に至らず収益につながらなかつたこと、またセミナー事業において、

2020年 4月 、 5月 のセミナーが緊急事態宣言によりほぼ壊滅状態となり、その後もコロナ予

防対策のため 1回当たりの参加人数を減らしていることも影響し、予算比、前年度実績比

いずれと比較 してもマイナスとなつたことに因るものである。このほか、プラス要因とし

ては、内閣府受託相談会として相談事業収益553万円があるほか、一般寄附金342万円が挙

げられる。

経常費用については、人件費、物件費ともに予算比、前年度実績比ともにマイナスであ

る。人件費については、昨年 3月 に退職 した職員 1名の補充を行わなかつたこと等による

給料手当の減少、賞与 2回分の一律減額のほか、相談会の臨時雇用職員見合わせなどで、

前期実績比1,500万のマイナスとなつた。また、物件費についても、旅費交通費、印刷製本

費、諸謝金、会場費などで大きく予算比マイナスとなつた。これは、セミナーが実施でき

なかつたことにより謝金、旅費交通費、会場費等が減額されたほか、訪米調査 ミッション

中止による旅費交通費の支出がなかつたこと、出版事業における印刷製本費の減少等がそ

の理由として挙げられる。

以上の結果、収益計では、予算比マイナス3,360万 円、前年度比マイナス2,700万 円。費

用計では、予算比マイナス3,130万 円、前年度比マイナス3,420万 円であり、収益も減った

が、その分費用も減 り、経常増減額は、決算では160万円のマイナスで、予算比マイナス

230万円となつたが、マイナス幅はコロナ禍の状況で最小限に食い止められたのではと考え

ている。

最後に、正味財産増減計算書内訳表であるが、公益目的事業ごとの経常増減額は、公益

目的事業 1、 2、 3いずれもマイナス、公益全体で見てもマイナスであり、収支相償はク

リアしている。また、公益目的事業比率は約83%である。遊休財産は3,400万 円ほどで、当

協会の 1年分の公益目的事業費約 1億7,000万 に照らし保有上限額をクリアしている。本 国

計算書類等をご承認いただければ、ご説明した数値をもとに、行政庁へ事業報告等の定期

提出の届けをいたしたい。

また、税制改正により2018年 11月 、行政庁の証明を取り付けて設置した 「民間公益活動

推進基金」は、現物寄附によりその年度どれだけ基金を積み立てたか、監事監査及び理事

会承認を経て行政庁に報告するものであるが、2020年度についても寄附がなかつた、との

説明があつた。

議案説明の後、中田監事より監査方法の概要及び監査意見として、事業報告は法令及び
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定款に従い、法人の状況を正 しく示しているものと認めること、理事の職務の執行に関す

る不正の行為又は法令若 しくは定款に違反する重大な事実は認められないこと、また、計

算書類及び附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に示しているものと認める旨の監査報告があつた。

第 1号及び第 2号議案について、次の質疑応答があつた。

(渡邊理事)内閣府の相談会については、予算には入つていないという説明があつたが収

益だけでなく費用両方で予算に入つていないということか。

(長沼理事)そのとおりである。

(渡邊理事)費用側で全体に減っているということか。

(長沼理事)前年度実績で比べると2020年度は臨時職員を雇用しなかつたのでその分人件

費が圧縮された。

(渡邊理事)経費の予実のところにそれぞれ部分的にバラバラにはいつているものを取り

出すとこの形になるというご説明か。内閣府については増減額についてはニュー ト

ラル、収入と費用とがチャラになるということか。収入が増えても経費が同じだけ

それだけ増えるから、細部に対するインパクトはないという理解でよいか。

(鈴木副理事長)厳密に言 うと差異はある。人件費など割振 りで行つており、 トータルの
コス トの中である意味見積もつている。行政庁に出すときには理論値のような形で

あり完全にチャラになる訳ではない。

(太田理事)事業報告の要旨 1頁で、「公益法人制度の本来の主旨であつた公益法人自ら

がガバナンスの強化等を自発的に行 うという考えにも力点が割かれるようになった

」とあるが、当初、スポーツ団体の不祥事があリガバナンスをしっかりしなくては

というところに起因し、内閣府がある意味受け身になって勉強会を立ち上げたとい

う経緯であり、ある意味 「消極的な」ガバナンスの強化の視点だつたのが、現在は

ここに掲げているように、公益法人側が、民間側の自浄作用として、自らがガバナ

ンスをしっかり構築していくという考え方に報告書の内容が変わつたと理解してよ

いのか。こういう形になったとすればとても良いことだが、実際に報告書の内容も

そのような トーンになつたと理解 してよいか。

(鈴木副理事長)「力点が割かれるようになった」というのは若干微妙な表現であり、むし

ろ全くそれが受け入れられず、不祥事ばかりが取り上げられていたのだが、そもそ

も公益法人制度改革はそのようなものではなく、自らがガバナンスを強化するとい

うところに力点があつたはずだということをある委員の先生が盛んにおつしゃつて

くださったので、そういう方向に少し動いたということである。私どもはそのよう

な発言のおかげで若干 トーンが変わったと理解 しており、以前に比べればちょつと

した進歩だろうと感 じている。ただ、それが全面的に10年前の制度改革の当初の視

点に立ったというところまでは至っていないので、全然なかったのが、その点につ

いても少し考慮がなされるようになつた、という意味である。

(太 田理事)非常に重要なポイン トである。今後、公益法人という民間の非営利団体がい

わゆる定款自治と自己責任経営を貫いていくためにはこの考え方がしつかリガバナ
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ンス、コンプライアンス、透明性に反映していかなくてはだめだろうと思 う。お上

から言われ、規制を強化することによつてやるのは昔の手法であり、ぜひ公益法人

協会としても努力していただきたい。

(雨宮理事長)公益認定等委員会が10年の振 り返りを出したが、その中でも16回 も会合を

行つて識者のインタビューをしたり、都道府県の委員の方と議論をしたり、いろい

ろな意見が出てきて、その中で突然、例えば不祥事に対しては外部の評議員とか外

部の理事が必要という人もいると出てくる。誰が言つたのか、読んだだけでは全然

分からない。その後に続けてガバナンス強化の委員会が開催されたので、どういう

経緯でそ ういうものが出てきたかは確認のしようもないが、おそらく与党のある議

員から出てきたことだと思 うが一人の議員のためにそのようになるのもおかしいだ

ろう。ガバナンス強化に関する委員会のまとめは終わつてはいるがそのあと何が出

てくるのかは分からない。ただ私どもの言いたいことはきちんと発信 していく。公

益法人そのものの自治を尊重することが、公益活動のために必要だということであ

る。

審議の結果、第 1号議案、続いて第 2号議案を、ともに原案どおり出席理事全員一致で可

決した。

第 3号議案 「役員等候補選出委員会へ提出する『理事及び監事並びに評議員候補者名簿』の

承認」の件 (承認事項)

雨宮理事長より、理事、監事及び評議員の現況とともに、改選期に当たり再任 (理事12名 、

監事 1名 、評議員 9名 )及び新たな就任候補者 (理事 1名 、評議員 3名 )について、その選出理

由、氏名、略歴、当協会との関係等の紹介があり、異議なければ候補者名簿として同選出委

員会に提出する旨の議案説明があつた。

審議の結果、原案どおり出席理事全員一致で可決した。

O報告事項
以下①～④の項目につき、担当執行理事より報告があった。

① 新型コロナウイルス感染症の影響と対応状況
② 創立50周年記念事業の募金状況
③ 印鑑・署名の見直しと登記等
④ その他職務執行報告

①  新型コロナウイルス感染症の影響と対応状況 (長沼理事)
対外的対応 としては、相談室については電話相談を中心とし、希望があれば面接相談、

オンライン相談を一部導入 している。また、内閣府受託相談会については、緊急事態宣言

の動向により今後の実施を判断する予定である。セミナーについては、コロナ第 4波を見

越して開催予定数を絞 り、またオンデマン ドセミナーを実施 し、昨年度よりは売上的には

改善見込みである。協会内対応としては、時差出勤および在宅勤務を実施中である。
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② 創立 50周年記念事業の募金状況 (長沼理事)
昨年 12月 から募金を開始しこの 6月 から会員に対する募集を開始した。 6月 7日 現在、

325万円のご寄附を頂戴している。記念事業として 3つ計画しているが、まず記念シンポ

ジウムについては、「公益法人 。一般法人の存在意義を考える一活動の永続化をはかるた

めに必要な基礎体力の増強・維持一」 (仮題)と し来年 10月 に開催予定である。内容・会

場等について企画をブラッシュアップし、検討を開始している。また記念出版としては、

『公益法人 。一般法人の理論と実務』 (仮題)を、雨宮理事長を中心として執筆予定であ

る。また、協会 50周年史については太田会長に執筆主担当を依頼している。

(蓑理事)コ ロナの影響下、ウェブセミナーあるいはハイブリッドの開催が少ないように感

じるが、何か理由があるのか。逆にこの機会に地方を中心にウェブを展開すれば、コ

ロナ収束後の収益にも貢献できる。ここに注力したらどうか。

(長沼理事)オンラインの同時開催という方法もあるが、当協会ではオンデマン ドという収

録方式に取 り組んでいる。 3月 から公益法人会計基準の決算編から始め、これから入

門編、基礎編、実務編、制度運営セ ミナーヘとアイテムを取り揃えていく予定である。

オンラインで同時に配信ということもあるが、これは資産運用セミナーで取り入れて

いる。人事労務セミナーも同様の形にしている。

(表理事)オンデマン ドは当然双方向にならない。今回の理事会同様、セミナーについても、

臨場感があるので参加者も参加 しようという意識が高まると思 う。ぜひもう少し検討

してみてはどうか。

(長沼理事)検討 していきたい。

(渡邊理事)コ ロナ感染症に対する対応の考え方だが、コロナが終われば元に戻るという発

想ではもうないと思 う。Zoomのいいところも分かつてきた。コロナが終わつた後、会

場参加が面倒くさいので Zoomでやつてください、となった時にそれが本当にできるか。

今やっていることが、受講者のニーズにどう合つているか。競合関係にあるところが

どういう動きをしているのか。コロナがあるから緊急的にそうしていることと、コロ

ナをきつかけにして変わつたことと2つある。そこで優位性を持つてお客さんのニー

ズに合 うかどうかを検討することが非常に大切であり、検討する良いタイミングだと

思う。

(雨宮理事長)仰るとお りである。コロナが終束すれば前と同じようにやれるということは

ないだろう。新 しいや り方、違 う方法、今できること、これからもできるということ

を考えていきたい。

③ 印鑑・署名の見直しと登記等 (鈴木副理事長)
政府により電子政府構想が立てられ、その一環として印鑑 (押印)や書面の見直しが行

われているが、行政機関や司法書士によつても対応がまちまちでカオスの状況にある。公

益法人絡みでどのような影響が出るかは『公益法人』 6月 号掲載の解説記事の通りである

が、まず押印については、①法律に押印の義務が規定され、それが変更されていないもの
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(例・定款の作成、理事会の議事録)、 ②一定の場合に印鑑が引き続き必要となるもの

(例・書面による登記手続)、 ③押印に代わり電子署名で可となるもの (例・公認会計士

の監査報告書)、 ④事実上の押印欄がある受取証の類、以上4点が見直しの対象となって

いる。また、書面そのものについては、①法律押印欄が削除されたもの (公益認定法施行

規則、整備法施行規則の様式の押印欄)、 ②法律の改正により受取証書について電磁的記

録で可とするもの (民法第 486条の弁済受領の受取証書)、 ③当事者の同意がある場合に

受取証等について書面に代わり電磁的記録で可となるもの、以上 3点が見直しの対象とな

つている。今後、法制度面が政府や地方公共団体で完全整備できた段階では全部をカバー

するような報告が必要だが、現時点で公益法人として留意すべき点は以上である。

④  その他職務執行報告
上記③までに報告 した以外の職務執行の項目について、別添の配布資料を元に説明があ

つた。報告者はそれぞれ、公 1「普及啓発」 (出版、Web、 国内外連携)及び公 2「支援 。

能力開発」 (本目談室、セミナー、機関誌、情報公開)が鈴木副理事長及び長沼理事、公 3「調

査研究・提言」 (各種研究会等、提言・要望活動)が雨宮理事長、鈴木副理事長及び長沼理

事、「法人管理」 (会員、社内システム、団体保険等)が長沼理事であつた。

また、雨宮理事長から、今月 29日 の定時評議員会後に開催を予定していた臨時理事会は、

決議の省略の方法に替えてご同意をご依頼するが、議題は、代表理事 l名 の選定、 7月 以

降の役員報酬額等である旨の説明があつた。

以上をもつて議木安の審議等を終了したので、16時 40分、議長は閉会を宣し、解散した。

以上、この議事録が正確であることを証するため、出席 した代表理事及び監事は記名押印する。

令和 3年 6月 9日

代表理事   時枝 孝子 (雨営
業

代表理事   鈴木 勝治

監  事   谷村

監  事   中田

啓電
ちず■
＼

監  事   平川 純子

9


